
日本企業の復活は？ 半導体を制する者は世界を制す？ 
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半導体､世界経済･政治･軍事を左右！ 

半導体の世界シェアは今？ 

日本､半導体復活に向け正念場？ 
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●ＡＩチャイナ･ショック！ 

 かつて最先端の半導体技術を誇っていた日本

ですが、今や半導体市場の勢力図は大きく塗り

替わりました。A I (人工知能)の「頭脳」であ

り、経済安全保障の「重要物質」である半導

体、日本企業は再び復活できるのでしょうか？ 

 半導体を巡る世界事情 

株価下落率は前日比。日
本株は28日終値、その他
は27日終値で算出 
（資料：日本経済新聞） 

●半導体規制の抜け穴も活用？ 

＜半導体関連株が下落＞ 

 今年1月27日、世界のテクノロジー業界と
株式市場に衝撃が！中国企業｢ディープシー
ク｣の低コスト･高性能ＡＩの登場で米国技術
の優位性が揺らぐとの見方から、米国半導体
大手の株式が急落し、日本市場へも波及。 

＜エヌビディア株、時価91兆円消失！＞ 
 米半導体大手エヌビディアの時価総額は27日
だけで約5,900億ドル(91兆円)も消失した。 
東京市場では日経平均が2日で900円超下落！ 

米ブロードコム ▲17％ 

米エヌビディア ▲17％ 

英アーム ▲10％ 

半 導 体 

アドバンテスト ▲11％ 

オランダASML ▲ 7％ 

米ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ ▲ 7％ 

東京エレクトロン ▲ 6％ 

ディスコ ▲ 3％ 

半導体製造装置 

●創業から1年あまりの新興企業 
＜創業から1年余り、開発費10分の1＞ 
 中国企業｢ディープシーク｣の生成ＡＩ(*)アプリ
が米国のアプリストアで一時トップに。ほぼ無名
の中国のスタートアップ企業が注目されたのは米
ＣＮＢが「安価で低性能の半導体を使って開発さ
れた高性能ＡＩ」と報道したのがきっかけ。 

 中国では規制前の半導体の大量調達、規制の

ない競合他社の製品の活用など、規制の抜け穴

を使い、他国を通じての迂回入手をはじめ、あ

らゆる手法で半導体をかき集めています。一

方、規制のおかげで米国への半導体依存を減ら

す技術革新が進んだのではとの見方も。 

＜米国の対中ＡＩ半導体輸出規制＞ 
 大量のデータ学習が必要な生成ＡＩは米エヌビ
ディアなどが手掛ける先端半導体が欠かせないと
されてきた。米国は軍事技術へ転用も危惧し、中
国のＡＩの技術開発を遅らせる目的で最先端の半
導体の中国への輸出を規制している。 

＊生成ＡＩ：学習データをもとに文章や画像を生成する
人工知能。文章生成ＡＩは「ChatGPT」が有名 

●企業のＡＩ戦略が変わる？ 

 巨額の投資資金と最先端半導体技術が必要と
されるＡＩ開発において、半導体規制や投資資
金、学習データが限られた中国の新興企業が制
約を逆手に取って「低コストかつ高性能の開発
に成功した」ことで、企業のＡＩ戦略も見直し
を余儀なくされるかも知れません。 

●背景にハイテク分野の米中対立！ 

 低コストで高度なモデルを開発するため、同
社は誰でも利用可能な｢オープンソース｣として
公開されているＡＩモデルを活用して、大量の
データを収集する手間を省いています。公開済
のＡＩモデルに着目した背景にはハイテク分野
における米中対立があります。 
 一方、開発に当たり同社が米オープンＡＩの
データを不正使用した疑いも浮上しています。
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●発明･発見したのは誰なのか？ 

 コンピュータや電波を使うものはすべて半導
体に依存しています。昨今の半導体不足の影響
のとおり、あらゆる産業が直接的･間接的に影
響を受けます。ＩＴ機器はもちろん、物流、製
造、メンテナンス等、多くの産業、そして私た
ちに暮らしも半導体なしには成り立ちません。 

●半導体って何がずごいの？ 

 電気を良く通す金属などの「導体｣
と、プラスチックのように通さない「絶縁体」の
中間にあるので「半導体」と呼ぶ。電気を通す･
通さないの瞬時の切り替えができるので、｢電流
の制御」と「エネルギーの変換」が可能に。例え
ば、コンピュータのチップやスマートフォンの心
臓部であるCPUはこの原理を応用している。 

半導体 

●そもそも半導体って何？ 

｢日の丸半導体｣の凋落 

  米国の市場調査会社Gartnerは、2024年の
世界半導体売上高(速報値)が前年比18.1％増の
6,260億米ドルになったと発表しました。売上
トップ10のうち9社が増収になっています。 

●今、世界の半導体市場は？ 

＜世界半導体売上ランキング＞  単位：百万米ドル 

出所：Gartner（2025年2月） 順位の（ ）は2023年 

順位 企 業 名 売上高 シェア 成長率 

1(2) Samsung 
Electronics 66,524 10.6% 62.5% 

2(1) Intel 49,189 7.9% 0.1% 

3(5) NVIDIA 45,988 7.3% 83.6% 

4(6) SK hynix 42,824 6.8% 86.0% 

5(3) Qualcomm 32,358 5.2% 10.7% 

6(12) MicronTechnolgy 27,843 4.4% 72.7% 

●国策ファンドで規制に備える！ 
 中国政府の7兆円規模の国策半導体ファンド
が始動して、昨年末には半導体分野に投資する
2つの中国政府系ファンドに約1,640億元(約
3兆6,000億円)の資金を投下しました。これ
は、国内で独自の半導体供給網の整備を加速
し、トランプ政権の対中輸出規制に備えるため
です。米国の対中規制強化に対抗できる国内半
導体供給網の整備を目指しています。 

 Samsung Electronicsがメモリ価格の力強
い回復を追い風に売上高は前年比62.5％増の
急成長を見せ、I ntelから首位を奪還。I ntelは
同0.1％とほぼ横ばいで2位に下落。ＡＩブー
ムの主役となっているNVIDIAは引き続き好調
で、83.6％増の成長でランクを2つ上げまし
た。韓国のSK hynixも86％増に4位に。 

 ブラウンは無線電信の開発に寄与したとして
1909年ノーベル物理学賞を受賞。ちなみにテ
レビの「ブラウン管｣は彼の名前から。ショッ
クレーも56年にノーベル物理学賞を受賞。 
 基礎を作りあげたのはブラウンで、量産でき
るトランジスタの開発で半導体の普及に貢献し
たのはショックレーなどの研究者です。 

1821年 半導体の特性の一つが発見される 

1874年 
フェルナンド･ブラウン(独)、半導体の基礎で
あるダイオードの仕組みを発明 

1947年 
米ベル研究所のショックレーなどが電気の流れ
をコントロールするトランジスタを開発 

＜世界の半導体市場を巡る動き 過去と未来図＞ 

参考：経済産業省｢半導体戦略 
   (概略)2021年6月｣資料 

資料：JFE商事ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ  

DRAM 
から撤退 

DRAM(半導体メモリ)で 

世界シェアほぼ1位 

ロジック(演算) 
半導体が凋落 

もともと強く
ない分野 

TSMC 
進出 

ラピダス
設立 

ロジック(演算) 
半導体への 
新たな挑戦 
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●新型コロナで注目された半導体 
 20年に新型コロナ禍が世界拡大し、翌21年
には世界的に半導体が不足して自動車などが製
造できなくなり、車を国の基幹産業としている
日米独の政府は台湾政府を経由し、TSMCに
半導体の増産を要請する事態に。 

●半導体が地価を押し上げ！ 

日本､半導体は復活なるか 

●1980年代、50％超のシェア！ 

●世界をけん引した時代から一転！ 

 ｢日の丸半導体｣として日本の半導体が世界的
シェアを誇っていたのは1980年代。73年に
米国で半導体メモリDRAMが誕生した後、日本
は官民合同で国家プロジェクト「超ＬＳＩ技術
研究組合」を発足させ、高性能なDRAMを開発
して日本製DRAMが世界シェア1位に。 

＜半導体で世界の頂点に立てた理由＞ 
 80年代当時日本はDRAMで世界シェア80％を
独占しており、｢半導体の世界シェア50％超」はほ
ぼDRAMによるものだった。圧倒的なシェアの背
景には日本の技術革新があり、例えば、高性能な半
導体製造に必要な「クリーンルーム」は、靴で入る
米国の製造現場にはない発想だった。 

 90年代に日本のＤＲＡＭのシェアは急速に
低下し、2000年頃に日立製作所とＮＥＣの合
弁会社エルピーダ1社を残し、日本はＤＲＡＭ
から撤退。同社もの12年に経営破綻し、米マ
イクロン･テクノロジー社に買収されました。 

●日本勢の凋落はなぜ？ 

＜世界売上トップ10から姿消す＞ 
 世界の半導体売上高トップ10は92年には日本
勢が6社を占めていたが、19年には日本企業はキ
オクシア1社のみ、23年時点では0社。対照的に
米国はインテルを筆頭に3社から5社と増加、韓国
もサムソン電子とSKハイニックスが躍進。 

１．日米貿易摩擦 
  86年｢日米半導体協定｣で日本市場の海外製半導体 
  シエアを10％から20％に引き上げる。   

２．主要マーケットの変化 
  半導体マーケットが通信機器と大型コンピュータ 
   からパソコンへ。日本は乗り遅れる。 

３．投資戦略のミス 
  日本企業は品質向上重視で、技術開発への投資は      
     消極的。韓国･台湾･中国などアジア勢は国を挙げ 
   ての大規模投資と政府保護で新技術が急成長。 

  21年10月、半導体受託生産企業TSMC(台
湾積体電路製造)が熊本県に進出し、22年11
月には新会社ラピダスが北海道千歳市に工場を
建設して｢27年までにロジック半導体を量産す
る」との発表を受け、地価が大きく上昇へ。 

＜2024年基準地価で目立だった上昇率＞ 
特徴 所在地 地価の動向(前年) 

ラピダス進出で土
地需要が旺盛に 

北海道千歳市 
千歳5-3(商業地) 

127,000円/㎡ 
   24.5%(30.8％) 

TSMCの第2工場進
出決定で地価上昇 

熊本県大津町 
大津9-1(工業地) 

32,000円/㎡ 
   33.3%(31.1％) 

＜ラピダス＞ 次世代半導体の国産化目指す 
 ソニー､トヨタ自動車､デンソー､キオクシア､N
TT､NEC､ソフトバンク､三菱UFJ銀行の8社が出
資し、半導体の専門家集団が設立した半導体新会
社。日本政府も700億円の開発費を拠出。 

＜TSMC＞サムソン超えの時価総額に成長 
 1987年創業で台湾政府が設立に関わり、半導
体製造技術の革新を続け、世界最大の半導体受託
製造企業に。時価総額5,597億ﾄﾞﾙ超(ﾄﾖﾀの2倍)
で世界第11位。大手メーカーに使用される半導体
チップの受託生産を多く手掛けている。 

＜21年改正法による補助金投入対象工場＞ 

＜危機感を募らせた経済産業省＞ 
 経済産業省は試算によると、このままでは30
年には日本半導体の産業の世界シエアが0％にな
ると危機感を募らせ、先端半導体工場の新増設を
支援する改正法を設立させ、それに基づいて次々
と半導体工場への助成が発表された。 

●10兆円以上の公的支援！ 

工場 国籍･地域 製品 補助金 日本ｼｪｱへ 
の寄与度 

TSMC 
熊本工場 

TSMC86.5％
ｿﾆｰ6％ 

ﾃﾞﾝｿｰ5.5％ 
トヨタ2％ 

ロジック 
半導体 

4,670億円 
7,320億円 

台湾86.5％ 
日本13.5％ 

マイクロン 
広島工場 米国100％ DRAM 

メモリ 
466億円 
2,000億円 

0％ 

四日市工場
北上工場 

ｷｵｸｼｱ50％ 
米WD50％ 

NAND 
メモリ 

929億円 
1,500億円 

日本50％ 
米国50％ 
WD社が買収
したら0％ 

ラピダス 日本100％ ロジック 
半導体 

700億円 
2,600億円 
5兆円？ 

量産無理 
ほぼ0％ 

 石破総理は臨時国会で「30年度までに人工
知能･半導体分野に10兆円以上の公的支援を行
う」と述べましたが、これまで日本の半導体戦
略は幾多の失敗を繰り返した歴史があります。 

●ラピダスに手厚い支援策 

＜エルピーダメモリ破綻の教訓＞ 
 NECや日立製作所などのＤＲＡＭ事業を統合
し発足したエルピーダメモリは09年、産業活力
再生法の適用を受け公的資金を注入。日本政策投
資銀行や大手銀行による協調融資を受けたが、そ
の後の超円高などで苦境から抜け出せず、12年
に資金調達が滞り会社更生法を申請した。 

 日本の半導体が復活に向けた正念場を迎えて
います。政府はラピダスが目指す最先端半導体
の量産化への後押しとして、補助金や出資･現
物出資･債務保証･税優遇などの支援策を表明し
ました。安易な支援がむしろ事業失敗のリスク
を高め、将来的に国民の負担増とならないよ
う、慎重な対応を求めたいものです。 
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●相続税額は改正後最高額に！ 

 2023年中に亡くなった方は、全国で157万 

6,016人で、うち相続税の課税対象となった方は15

万5,740人でした。 

 相続税の課税割合が9.9％へ上昇し、およそ10人

に１人が相続税の対象となった計算です。 

 対象者数の増加に伴い、課税価格も21兆6,335億

円（前年比4.6％増）となり、相続税は3兆53億円（同

7.4％増）と、2015年の相続税改正（増税）以降の

最高額に！ 

●財産隠し発覚の糸口とは？ 

◆時価４億円の金地金の除外 
 申告された数量を超える金地金の売却があったた
め調査。被相続人の部屋から税理士に隠蔽して申告
除外したものも含め、多数の金地金が発見された。  
 ★増加した課税財産    ：4億3千万円 

 ★追徴税額（重加算税あり）：2億4千万円 

◆被相続人からの預り金5億円の除外 
 被相続人から相続人へ多額の資金移動があったの
に申告されていなかったため調査開始。相続人はそ
の資金が被相続人の財産と認識しながら、多くを費
消してしまったため相続税が払えないと思い、税理
士にはその事実を隠して相続財産から除外していた｡ 
 ★増加した課税財産    ：5億1千万円 
 ★追徴税額（重加算税あり）：2億7千万円  

◆海外資産の6千万円の除外 
 複数国のCRS情報から、海外資産の申告除外があ
ることから調査開始。調査の中で申告されていない
国の預金明細が発見された。税理士には隠蔽してい
たことも認めた。 
 ★増加した課税財産         ： 6千万円 
 ★追徴税額（重加算税あり）：4千万円  

 相続税は亡くなって10ヵ月で納税するため、資金

準備が重要なポイントです。 

 たとえば、全体の半分を占める課税価格帯“5千万

円超1億円”では税負担の平均は262万円。地価が高

い都心部では「自宅の相続だけでも課税対象になる」

ことも多く、納税資金を準備しておかないと、相続人

は自腹で相続税を負担する羽目に…。 

●６割は課税価格１億円以下 

 相続税は、財産から借金などの債務を引き、相続人

の数に応じた基礎控除（3,000万円＋相続人×600

万円）を超える“課税価格”にかかります。 

 2022年は約15万人の被相続人が相続税の課税

対象となり、 

うち5割は課

税価格5千万

円超1億円、1

割が5千万円

以下で、6割

相当の9万人

強が“課税価

格 1 億 円 以

下”という状

況に。  

2023年度相続税の申告事績－10人に1人が課税対象に！ 

●相続税調査、簡易な接触は25％増 

相続税改正 

●気になる納税額はどれくらい？ 

相続税の課税価格 被相続人の数 平均納税額 

５千万円以下 15,260  57万円 

５千万円超1億円以下 76,469  262万円 

１億円超 2億円以下 39,001  1,204万円 

２億円超 3億円以下 10,030  3,384万円 

３億円超 5億円以下 5,937  7,124万円 

５億円超 7億円以下 1,873  1億3,394万円 

７億円超 10億円以下 1,104  2億1,419万円 

10億円超 1,184  7億3,507万円 

合計 150,858  1,855万円 

課税価格帯ごとの平均納税額 

 “実地調査”は、申告額が過少または無申告と想定

される案件を対象に実施され、“簡易な接触”は、電

話や来署で申告もれや計算ミスの是正などをする手

続きです。2023年度、簡易な接触は過去最高件数が

実施され、追徴税額も過去最高となりました。  

相続税申告
の課税価格
帯の内訳 
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景気 戦後最長回復

新
型
肺
炎
S
A
R
S
流
行

大
学
生
の
就
職
内
定
率
過
去
最
低

マ
イ
ナ
ス
金
利
導
入
・
リ
オ
五
輪

消
費
税
8
％
、

青
色
L
E
D
ノ
ー

ベ
ル
賞

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
・
富
士
山
世
界
遺
産
登
録

東
京
ス
カ
イ
ツ
リ
ー

・
自
民
党
政
権
復
活

安
全
保
障
関
連
法
･
中
国
人
客
爆
買
い
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民
主
党
へ
政
権
交
代

円高不況 バブル景気 平成不況

消
え
た
年
金
問
題
発
覚

米
国
発
、

世
界
金
融
危
機

バ
ブ
ル
崩
壊
に
経
済
揺
れ
る

北
朝
鮮
拉
致
被
害
者
帰
国

冬
ソ
ナ
韓
流
ブ
ー

ム
・
ア
テ
ネ
五
輪

郵
政
民
営
化
法
の
成
立

い
ざ
な
ぎ
超
え
、

M
&
A
急
増

東
日
本
大
震
災
・
福
島
原
発
事
故

阪
神
淡
路
大
震
災

米
国
テ
ロ
、

日
本
初
狂
牛
病

携
帯
電
話
が
急
増

消
費
税
５
％
に

長
野
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

日
本
初
脳
死
臓
器
移
植
を
実
施

そ
ご
う
・
生
保
４
社
経
営
破
綻

日

本

社

会

経

済

年

表
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Ｃ
（

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
共
同
体
）

成
立

Ｇ
Ｎ
Ｐ
世
界
第
２
位
に
！

ア
ポ
ロ
 
号
月
面
着
陸
成
功

世
帯
平
均
貯
蓄
高
百
万
円
突
破

電
気
釜
、

洗
濯
機
等
家
庭
電
化
時
代

経
済
白
書
「

も
は
や
戦
後
で
は
な
い
」

な
べ
底
不
況
は
じ
ま
る

兼
業
農
家
４
割
超
「

３
ち
ゃ

ん
農
業
」

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

い
ざ
な
ぎ
景
気
は
じ
ま
る

一
万
円
札
発
行
､
大
卒
初
任
給
１
万
２
千
円

カ
ラ
ー

Ｔ
Ｖ
等
３
Ｃ
が
三
種
の
神
器

皇
太
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結
婚
。
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Ｖ
２
百
万
台
突
破

国
民
所
得
倍
増
計
画
が
決
定

サ
ラ
リ
ー

マ
ン
平
均
月
収
４
万
５
千
円

なべ底　
不　況

岩戸景気 いざなぎ景気
第１次　　
石油不況

札
幌
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
、

紙
不
足
に

消
費
者
物
価
急
騰
「

狂
乱
物
価
」

核
家
族
世
帯
が
 
％
に

沖
縄
返
還
の
調
印
式

大
都
市
住
宅
難
公
団
競
争
率
 
倍

ロ
ッ

キ
ー

ド
事
件
発
覚

カ
ラ
オ
ケ
登
場
、

ブ
ー

ム
は
じ
ま
る

マ
イ
カ
ー

保
有
２
千
万
台
突
破

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、

米
穀
通
帳
廃
止

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

第２次　　
石油不況

パ
ソ
コ
ン
普
及
台
数
百
万
台
突
破

カ
ー

ド
式
公
衆
電
話
が
登
場

連
立
与
党
が
成
立

就
職
氷
河
期
は
じ
ま
る

焼
酎
 
％
の
伸
び
、

酎
ハ
イ
ブ
ー

ム

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
が
施
行

Ｎ
Ｙ
株
式
市
場
暴
落
「

魔
の
月
曜
日
」

東
京
の
地
価
 
％
上
昇
「

狂
乱
地
価
」

消
費
税
ス
タ
ー

ト
、

３
％
課
税

国
民
の
中
流
意
識
　
％
に

３
Ｋ
職
、

若
者
に
敬
遠
さ
れ
る

学
校
５
日
制
ス
タ
ー

ト

ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ景気

令
和
元
年

 

消
費
税
　
％

 

ラ
グ
ビ
ー

W
杯

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
・
五
輪
延
期

20

東
京
五
輪
　
コ
ロ
ナ
禍
で
無
観
客
開
催

露
、

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
・
円
安
進
行

新
型
コ
ロ
ナ
５
類
へ
･
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始

マ
イ
ナ
ス
金
利
解
除
・
新
札
発
行

北
朝
鮮
問
題
・
仮
想
通
貨
高
騰

司
法
取
引
で
逮
捕
、

日
産
会
長
不
正
事
件

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

39,461.47 

3.5

9

基準割引率及び基準貸付利率

5.5

2.5

6

0.75

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

1.625

8.900 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 
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0

為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

0.75％

1.625％

1.925％

2.000％

1.890％

39,461円

154.27円

2.125％

３年内

３年超

２０２５年２月１３日
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日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利

10

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替
154.27 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320


